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貸借対照表 

（平成 27 年 3 月 31 日現在） 

(単位 円) 

資産の部 

１ 固定資産 

 (1) 有形固定資産 

   土地                   1,000,960,000 

   建物         5,403,455,970 

    減価償却累計額    774,707,679 4,628,748,291 

    構築物           4,602,337 

    減価償却累計額     2,351,785     2,250,552 

    機械及び装置       7,105,361 

    減価償却累計額     6,089,760     1,015,601 

   車両運搬具        3,883,961 

    減価償却累計額     3,363,460      520,501 

工具器具備品     1,020,391,232 

    減価償却累計額    636,010,857    384,380,375 

   図書                     541,136 

    有形固定資産合計           6,018,416,456 

 (2) 無形固定資産 

   特許権                       48 

   商標権                       1 

   実用新案権                     1 

   意匠権                       3 

   著作権                       6 

   ソフトウェア                 6,139,162 

   電話加入権                   22,500 

    無形固定資産合計             6,161,721 

 (3) 投資その他の資産 

   破産債権、再生債権、 

更生債権その他これら 

に準ずる債権         869,830 

    貸倒引当金        673,589      196,241 

長期前払費用                  21,820 

    投資その他の資産合計            218,061 

     固定資産合計                     6,024,796,238           

２ 流動資産 

  現金及び預金                102,361,960 

  前払金                      54,000 

  未収入金          71,513,421 
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   貸倒引当金          11,763       71,501,658 

     流動資産合計                       173,917,618           

      資産合計                              6,198,713,856 

負債の部 

１ 固定負債 

  資産見返負債 

   資産見返運営費交付金等  60,702,118 

   資産見返補助金等    231,145,986 

   資産見返寄附金      10,975,607 

   資産見返物品受贈額     1,761,601     304,585,312 

     固定負債合計                       304,585,312 

２ 流動負債 

  未払金                                      73,328,877 

  未払消費税等                                 2,003,600 

  預り金                        234,733 

  前受収益                                       291,760 

     流動負債合計                        75,858,970 

      負債合計                                380,444,282 

純資産の部 

１ 資本金 

  地方公共団体出資金 

   山口県出資金              6,375,046,000 

     資本金合計                                           6,375,046,000 

２ 資本剰余金 

  資本剰余金                                 169,200,717 

  損益外減価償却累計額（△）              △ 823,687,532 

  損益外減損損失累計額（△）                  △ 544,500 

     資本剰余金合計                                      △ 655,031,315 

３ 利益剰余金 

  積立金                              77,120,991 

当期未処分利益                              21,133,898 

  （うち当期総利益）                         (21,133,898) 

     利益剰余金合計                                          98,254,889 

      純資産合計                                                         5,818,269,574 

       負債純資産合計                          6,198,713,856 
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損益計算書 

（平成 26 年 4 月 1 日から平成 27 年 3 月 31 日まで） 

(単位 円) 

経常費用 

 業務費 

  技術支援費          93,784,771 

  研究開発費                 26,601,188 

  産学公連携費               26,800,485 

  競争的資金研究費          124,350,177 

  役員人件費                 13,369,617 

  職員人件費                435,298,848        720,205,086 

 一般管理費                                     115,922,095 

   経常費用合計                                                  836,127,181 

経常収益 

 運営費交付金収益                               566,664,509 

 使用料収入                                      27,528,497 

 手数料収入                                       8,936,316 

 特許実施料                                      11,223,715 

 受託事業等収益                                 115,290,561 

 補助金収益                                     36,082,177 

 資産見返負債戻入 

  資産見返運営費交付金      

  等戻入                     19,204,327 

  資産見返補助金等戻入       60,778,048 

    資産見返寄附金戻入     6,461,337 

  資産見返物品受贈額戻       

入                          2,144,164         88,587,876 

 財務収益 

  受取利息                       45,036             45,036 

 雑益                                             1,158,714 

   経常収益合計                                                  855,517,401 

経常利益                                                             19,390,220 

臨時損失 

固定資産除却損                                 139,267,266        139,267,266 

臨時利益 

 固定資産売却益                   323,999 

 引当金戻入益                                        19,678 

資産見返補助金等戻入                        139,267,262 

資産見返物品受贈額戻入                                  5        139,610,944 

当期純利益                                                                 19,733,898 

目的積立金取崩額                                   1,400,000 

当期総利益                                                                       21,133,898 
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キャッシュ･フロー計算書 

（平成 26 年 4 月 1 日から平成 27 年 3 月 31 日まで） 

 (単位 円) 

１ 業務活動によるキャッシュ･フロー 

  原材料、商品又はサービスの購入による支出          △ 352,579,989 

  人件費支出                                                  △ 507,311,596 

  運営費交付金収入                                               584,667,000 

  受託事業等収入                                                 266,867,647 

  使用料収入                                                      28,139,812 

  手数料収入                                                       9,288,695 

  特許実施料収入                                                  11,223,715 

  補助金等収入                                                   47,627,031 

  その他の収入                                                     1,961,971 

   小計                                                          89,884,286 

  利息及び配当金の受取額                                              45,036 

   業務活動によるキャッシュ・フロー                                    89,929,322 

２  投資活動によるキャッシュ・フロー 

   有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出                 △ 207,151,775  

  補助金収入                                                    104,779,476 

  施設費による収入                                                26,000,000 

  投資活動によるキャッシュ・フロー                              △76,372,299 

３ 資金増加額                                                      13,557,023 

４ 資金期首残高                                                    88,804,937 

５ 資金期末残高                                                   102,361,960 
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利益の処分に関する書類 

 (単位 円) 

１ 当期未処分利益                            21,133,898 

  当期総利益                                          21,133,898 

２ 利益処分額 

  積立金                                                      － 

  地方独立行政法人法第 40 条 

  第 3 項の規定により設立団 

  体の長の承認を受けた額 

   研究・業務運営充実積立 

   金                              21,133,898        21,133,898        21,133,898 
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行政サービス実施コスト計算書 

（平成 26 年 4 月 1 日から平成 27 年 3 月 31 日まで） 

 (単位 円) 

１ 業務費用 

(1) 損益計算書上の費用                          

  業務費                         720,205,086 

  一般管理費                     115,922,095 

  臨時損失                       139,267,266       975,394,447 

(2) （控除）自己収入等 

  使用料収入                   △ 27,528,497 

  手数料収入                    △ 8,936,316 

  特許実施料収入               △ 11,223,715 

  受託事業等収入              △ 115,290,561 

  資産見返寄附金戻入            △ 6,461,337 

  財務収益                         △ 45,036 

  雑益                          △ 1,158,714 

    固定資産売却益                  △ 323,999 

  引当金戻入益                     △ 19,678    △ 170,987,853 

 業務費用合計                               804,406,594 

２ 損益外減価償却相当額                               154,132,440       154,132,440 

３ 引当外賞与増加見積額                                   534,686           534,686 

４ 引当外退職給付増加見積額                          △ 2,669,917      △ 2,669,917 

５ 機会費用 

  国又は地方公共団体財産 

の無償又は減額された使 

用料による貸借取引の機 

会費用                                              26,681,869 

  地方公共団体出資の機会 

費用                                                22,765,568        49,447,437 

６ 行政サービス実施コスト                       1,005,851,240 
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注    記 

 

１ 重要な会計方針 

(1) 運営費交付金収益の計上基準 

  期間進行基準を採用しています。 

  なお、役職員の期末勤勉手当については、費用進行基準を採用しています。 

(2) 減価償却の会計処理方法 

 ア 有形固定資産 

   定額法を採用しています。 

   耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としています。 

   主な資産の耐用年数は、次のとおりです。 

    建    物   30～46 年 

  構  築  物   2～10 年 

  機械及び装置   7 年 

  工具器具備品   2～8 年 

  車 両運搬具  6 年 

 また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第 85）の減価償却相当額については、損益

外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しています。 

  イ 無形固定資産 

    定額法を採用しています。 

    耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としています。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間(5 年）に基づいて

います。 

(3) 引当金の計上基準 

 ア 賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

   賞与については、運営費交付金により支弁するため、賞与に係る引当金は計上していません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末におけ

る引当外賞与見積額から、前事業年度末における引当外賞与見積額を控除した額を計上していま

す。 

  イ 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

    退職一時金については、運営費交付金により財源措置がされるため、退職給付に係る引当金は

計上していません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政法 

人会計基準第８７第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計

上しています。 

  ウ 貸倒引当金に係る計上基準 

    貸倒引当金については、法定繰入率に従い、未収入金（国、山口県及び独立行政法人が債務者

となっているものを除く。）の 6/1000 を計上しています。ただし、破産債権、再生債権、更生債

権その他これらに準ずる債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ています。 
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(4) 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

 ア 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法

については、普通財産貸付事務処理要領（平成 13 年財務省理財局長通知）の別添１「普通財産貸

付料算定基準」第６に基づき計算しています。 

  イ 地方公共団体出資の機会費用の計算に使用した利率については、10 年利付国債の平成 27 年 3 月

31 日の利回りを参考に 0.398％で計算しています。 

 (5) 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。 

２ 貸借対照表関係 

 (1) 賞与引当金の見積額 

   運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額は、29,234,272 円です。 

 (2) 退職給付引当金の見積額 

   運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額は、353,428,783 円です。 

３ キャッシュ・フロー計算書関係 

 (1) 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

   平成 27 年 3 月 31 日 

   現金及び預金  102,361,960 円 

 (2) 重要な非資金取引の内容 

   現物寄附の受入による資産の取得  16,463,371 円 

 (3) 各表示区分の記載内容を変更した場合にはその内容 

   該当事項は、ありません。 

４ 行政サービス実施コスト計算書関係 

  機会費用のうち設立団体（山口県）に係る額  22,765,568 円 

５ 重要な債務負担行為 

  該当事項は、ありません。 

６ 重要な後発事象 

  該当事項は、ありません。 

７ 金融商品の時価等 

 (1) 金融商品の状況に関する事項 

   資金運用については、短期的な預金に限定して行っています。 

 (2) 金融商品の時価等に関する事項 

   期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

                                     （単位 円） 

区分 
貸借対照表 

時価 差額 
計上額 

現金及び預金 102,361,960 102,361,960 －

未収入金 71,513,421 71,513,421 －

未払金 (73,328,877) (73,328,877) (－)

   注１ 負債に計上されているものは、（ ）で示しています。 

２ 当該金融商品は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、 
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当該帳簿価額によっています。 

８ 賃貸等不動産の時価等 

  賃貸等不動産である新事業創造支援センター（土地を含む。）の貸借対照表計上額、当期増減額及 

び時価については、次のとおりです。 

                                   （単位 円） 

貸借対照表計上額 
当期末の時価 

前期末残高 当期増減額 当期末残高 

252,123,880 △ 3,968,424 248,155,456 248,155,456

注１ 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。 

２ 当期増減額は、減価償却によるものです。 

３  当期末の時価は、設立団体（山口県）からの譲与時点での不動産鑑定評価に基づき、その後

の減価を算定した金額です。 

     また、賃貸等不動産に関する平成２７年３月期における収益及び費用等の状況については、

次のとおりです。 

                                        （単位 円） 

賃貸収益 賃貸費用 その他 

5,426,432 2,680,444 －

９ 財務諸表の表示単位 

  貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益の処分に関する書類及び行政サービス

実施コスト計算書は円単位、附属明細書は千円未満を四捨五入した額を表示しています。 



 
 



 
 



 
 



 
 



 
 


